（連合）政策ニュースレター第323号

新たな障害者基本計画の政府原案が示される

第6回障害者政策委員会　報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。 

第6回障害者政策委員会7月22日（月）、内閣府内会議室で開催された。新たな障害者基本計画の政府原案が示され、議論を行った。連合から花井圭子委員（総合政策局長）が出席した。

　2012年12月にまとめた障害者政策委員会による意見が原案に正確に反映されていないとの意見が多く出されたため、次回の政策委で引き続き、同計画の原案を議論することとなった。この他、13年6月に成立した障害者差別解消法の施行に向けたスケジュールについても意見を交わした。

＜障害者差別解消法及び同法施行に向けたスケジュール等について＞

（委員）相談・紛争解決に既存機関を活用するとしているが、何を想定しているか。

（内閣府）例えば、法務省の人権擁護機関などの活用が考えられる。

（委員）合理的配慮等の具体例を示す対応指針について、どの省庁がどういう事業者に対して策定するのか明確ではない。また、同指針策定に際して雇用・労働分野は改正障害者雇用促進法でカバーするため、指針策定も労働政策審議会に委ねるのか。

（内閣府）対応指針は、主務大臣が当事者の意見を訊きながら策定することにしている。雇用・労働分野に関しては、労政審が作る指針に則ったものである。

（委員）司法分野で差別の問題が生じた場合は、どういう解決方法をとるのか。政策委のモニタリングの対象になるか。

（内閣府）法律は行政機関を対象としているが、対応要領を作成する際には、司法にも検討してもらう。モニタリングは障害者基本計画に関してであるが、同計画は行政府として定めるもので、立法府や司法府が計画に拘束されるものではない。

（委員）差別解消法ではきちんと規範を定めており、また、差別の禁止を謳う基本計画にも司法が拘束されず独自の判断を行うことはあり得ないと考える。

（委員長）これに関しては、宿題として引き取らせてもらいたい。

（委員）紛争解決のためのネットワークである障害者差別解消支援地域協議会のモデル事業に、来年度の予算措置を講じるのか。また、いくつかの自治体にある差別禁止に係る条例では合理的配慮の規定もそれぞれで異なり、自治体独自の紛争解決の仕組みもある。自治体で策定された条例の比較表を資料として提出いただきたい。

（内閣府）予算措置を検討しており、予算要求に反映できるようにしたい。条例を比較した資料については準備したい。

（連合委員）障害者差別解消法が成立したことを踏まえ、政府として国連障害者権利条約の批准に向けた速やかな対応を行うべきであり、いつぐらいになるか。また、合理的配慮の提供については、国の行政機関や地方自治体等とともに民間企業にも法的義務を課すことについて、3年後の法見直しを射程に検討すべきだ。

（外務省）改正障害者基本法や障害者総合支援法、改正障害者雇用促進法、障害者差別解消法の成立など、この間大きな進展があった。可能な限り早期に批准したい。

＜障害者基本計画（政府原案）について＞

（委員）昨年12月に政策委でまとめた「障害者政策委員会の意見」（以下、「意見」）が政府原案に反映されていない。「意見」が尊重されていないのではないか。本日の委員会で原案の最終確認を行うのではなく、次回の委員会でも議論したい。

（内閣府）本日、多くの意見をいただいた上で、開催の有無や日程について考えたい。

（委員）原案は、行政による「短冊」を綴じたものだ。「意見」を踏まえて再編成を。

（厚生労働省）今後、修正したい。原案のまま文案を固めようとは考えていない。

（委員）国際基準に見合う病床の削減など、日本の精神医療の問題を解消するような基本計画にしてほしい。

（厚生労働省）具体的な修文は、内閣府の仕切りでやっていきたい。

（委員）原案に文部科学省の中教審の意見がそのまま貼りつけられ、政策委の「意見」が盛り込まれていないのはなぜか。

（委員）合理的配慮を得ながら、ともに学ぶという趣旨を明記してほしい。

（文部科学省）この場で回答するのは難しいため、内閣府の仕切りの中で調整したい。

（委員長）政策委の「意見」と中教審意見の意図する内容は、大きく違わないため、文科省として修文を検討してほしい。

（連合委員）「意見」では「年金等、経済的負担の軽減」は独立した項目であったが、原案では「雇用・就業等」の項目に組み込まれ、違和感がある。独立して項目を立てて、丁寧に記載すべき。

（内閣府）構成については、検討したい。

（委員）「盲ろう者」という文言がないので入れてほしい。盲ろう者は、視覚障害者でも聴覚障害者でもない、独自の障害者であることを認識してほしい。

（委員）原案の文中に難解な表現がある。誰のための計画かを念頭に置きながら、易しく書き直してほしい。

（委員長）時間的制約はあるが、いただいた意見を踏まえ、政府として次回委員会の開催を検討してほしい。 

次回の開催は、8月9日の予定。 

以上

